
日時：令和7年1月9日（木）17:00
場所：The Okura Tokyo

日本慢性期医療協会
定例記者会見
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本日の内容

介護保険におけるアウトカム評価
〜要介護度改善加算の創設を〜

・目的   ：介護職員減少のなかでも介護の質を保つ

・プロセス  ：量も質のうち、リハ介護士の育成、要介護度改善への評価

・アウトカム ：要介護者の減少、要介護度改善率の向上
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介護人材減少の現実
2023年度の介護施設/事業所に従事する介護職員は2.5万人減少した。
人材供給源となる介護福祉士試験受験者数も減り続けている。

出所：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

介護施設/事業所に従事する介護職員数

(千人)

前年比
▲2.5万

（▲1.3%）

介護福祉士試験 受験者合格者の推移
(万人)

受験者数

合格者数

介護職員処遇改善加算
（2012年）

介護職員等特定処遇
改善加算（2019年）

介護職員等ベースアップ
等支援加算（2022年）

受験資格に実務者研修
(6ヶ月）（2017年）

出所：厚生労働省「介護福祉士国家試験の受験者・合格者の推移」
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需給バランスと高まる負荷
介護職員が減少しても介護サービス受給者数は伸び続けている。
その結果、介護職員への業務負荷は増加してきている。

介護職員一人あたり実受給者数
+12.5%

介護職員数と介護サービス実受給者数推移
（2018年を100とした場合）

介護サービス
実受給者数

介護職員数

出所：介護職員数は厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、介護サービス実受給者数は厚生労働省「介護給付費等実態統計の概況」
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ケア＝量も質のうち
ケアの質を高めるにはマンパワー（人員数）が不可欠。介護職への門戸を
広げ、処遇を改善し、育成するシステムが求められる。

事務業務、見守り等の
DX化、ロボット化が
進んでも、
直接介護は人の力

人材不足はケアの質低下とさらなる離職を招く

起き上がり、移乗、移動
食事介助、入浴介助

排泄介助、おむつ交換など

ケアの質低下

サービス利用者（要介護者） サービス提供者（介護職員）

増加 減少

介護職員の負荷増大

介護職を目指す人材減少
他産業への流出

さらなる人材不足
ケアは少数精鋭では成立しない
一定以上の人員配置が必要
量も質のうち

受験資格（入口）の厳格化
低い処遇

高齢化
要介護度率の悪化

門戸（入口）を広げ、育てる
リハビリテーション介護士（案）
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要介護度改善と寝たきりゼロ
介護職員が減る現在、医療介護従事者がやるべきことは、要介護者を作ら
ず、改善させ、寝たきりをゼロにすること。

要介護（要支援）認定者数の推移

出所：厚生労働省「介護保険事業状況報告」

要支援1

要支援2

要介護5
要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

6,437 6,594 6,693 6,842 6,910 6,961 7,101

（千人）

健康寿命における
「不健康」の目安

作らない

重度化させない

軽度化させる

2024年度診療報酬改定
・地域包括医療病棟
・急性期リハビリテーション加算
・リハビリテーション・栄養・口腔連携体制加算
・看護補助体制充実加算

急性期での対応は進んでいる

介護ではどうすべきか？
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介護保険における報酬体系
ADL改善への加算はあるが、リハビリサービスは対象外となっている。
点数も要介護度の軽度化に比べて低く、インセンティブが働きにくい。

ADL維持等加算 要介護度が軽減すると

・ADL維持等加算（Ⅰ） 30単位/月
・ADL維持等加算（Ⅱ） 60単位/月 要介護1

改善目的のリハビリテーションサービス
（通所リハ、訪問リハ）は対象外

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

658

777

900

1,023

1,148

要介護度 単位

通所介護（通常規模型、7時間以上8時間未満）

▲119

▲123

▲123

▲125

ADL利得が1以上
ADL利得が3以上

通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所
介護、特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施
設入居者生活介護、介護老人福祉施設、地域密着型
介護老人福祉施設入所者生活介護

自立支援・重度化防止に向けた取組を推進

対象サービス

要介護度改善に伴うマイナスには届かない

減算
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要介護度改善の分岐点
要介護4や5の重度者は軽度化しているが、より軽い要支援や要介護3まで
の方が重度化する割合が多くなっている。

年間継続受給者における令和５年４月時点の要介護（要支援）状態区分別にみた令和６年３月時点での変化割合

出所：厚生労働省「介護給付費等実態統計の概況」

重度化 軽度化

（合計4,000.1千人）
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要介護度5の発生要因
要介護5は改善が見られる一方、より軽い要介護者の重度化により増加
している。とりわけ要介護2,3からの悪化で45%を占めている。

出所：厚生労働省「介護給付費等実態統計の概況」

342.4

令和5年
4月

令和6年
3月

417.7

▲39.7

115.0

要介護5の
軽度化

要介護4
以下から
の重度化

要介護4以下から要介護5への重度化の内訳1年間の要介護5の増減内訳
（千人） （合計115.0千人）

(+22%)
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改善を目指すべきサービス
重度化防止は、軽度の状態で維持、改善させること。要介護2,３を中心
としているサービスは、要介護度の改善を目的とすべき。

出所：厚生労働省「介護給付費等実態統計 令和6年5月審査分」

サービス種類別受給者数と平均要介護度

受給者数（要支援＋要介護）

平
均
要
介
護
度

（千人）

不健康にさせない
改善させるべき介護サービス
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要介護2,３の重度化防止効果
要介護2,3の重度化を半分に抑えることができれば、国全体の介護費用は
100億円/月の改善効果が見込める。

出所：一人あたり費用額は厚生労働省「介護給付費等実態統計（令和6年5月審査分）」、要介護者数及び費用額は厚生労働省「介護給付費等実態統計の
概況」【表3要介護（要支援）状態区分別にみた年間継続受給者数の変化割合】、ケースは要介護2,3の重度化を50%軽減し維持した場合で試算

平均要介護度 2.692.57 2.640.13 ▲0.05

年間継続受給者の要介護度、費用額と要介護2,3の重度化を50%抑制したケース試算
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参考）要介護度改善への評価例
自治体によっては、要介護度改善への評価がなされている。（東京都）

出所：東京都福祉局HP「要介護度等改善促進事業（報奨金の交付）」より抜粋

←加算算定事業者が対象
（20万円/事業所）

←「要介護度」の維持または改善に  
よってさらに評価（+10〜20万円）
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要介護度改善をデザインする
要介護者を減らし、軽度化することが重要課題。事業者、介護従事者の
ベクトルを合わせるためにも、要介護度改善加算を創設すべき。

アウトカム

プロセス

目的

要介護者を減らし、寝たきりをなくす仕組み

指標設定/測定

実践方法の確立

明確化

ポイント 要介護度改善加算の創設

（介護職員が減少するなかでも）
介護の質を保つ

・介護職の確保「量も質のうち」
・介護職の育成（次回予定）
「リハビリテーション介護士」
・要介護度改善を評価する仕組み

要介護者の減少、
要介護度改善率の向上

慢性期治療病棟

病態を改善し、在宅復帰を促す

6病態（誤嚥性肺炎、低栄養、
脱水、褥瘡、尿路感染症、
その他の感染症）の治療
+
病態の急性憎悪対応
（慢性期救急）

6病態の改善度、改善期間



良質な慢性期医療がなければ
日本の医療は成り立たない

〜今こそ、寝たきりゼロ作戦を！〜
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